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①　

基
本
の
仕
訳

補
助
金
等
は
原
則
と
し
て
、
交

付
が
決
定
し
た
時
点
（
交
付
決
定

通
知
に
日
付
が
記
載
さ
れ
て
い
る

場
合
に
は
そ
の
日
、
記
載
さ
れ
て

い
な
い
場
合
に
は
通
知
書
を
受
け

取
っ
た
日
）
で
「
補
助
金
（
等
）

受
贈
益
」
に
計
上
し
ま
す
。
金
額

が
確
定
し
て
い
な
い
場
合
は
見
積

額
で
の
計
上
を
行
な
い
ま
す
（
仕

訳
１
）。

な
お
、【
具
体
例
２
】
の
よ
う

に
設
備
購
入
に
対
す
る
補
助
金
等

を
受
け
取
っ
た
場
合
に
は
、
こ
の

ほ
か
に
圧
縮
記
帳
を
選
択
す
る
こ

と
が
認
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

② 　

圧
縮
記
帳
を
行
な
う
場
合
の

仕
訳

圧
縮
記
帳
は
、
国
ま
た
は
地
方

公
共
団
体
等
の
補
助
金
・
助
成
金

を
利
用
し
て
購
入
し
た
資
産
（
改
良
な

ど
資
本
的
支
出
を
含
む
）
の
取
得
価
額

か
ら
補
助
金
等
の
額
を
減
額
（
圧
縮
）

し
て
圧
縮
損
を
計
上
す
る
会
計
処
理
で

す
。
補
助
金
等
を
受
給
し
た
年
度
に
は

そ
の
額
だ
け
課
税
所
得
が
増
加
し
、
結

果
と
し
て
納
税
額
が
増
え
て
せ
っ
か
く

の
受
給
の
効
果
が
薄
れ
る
恐
れ
が
あ
り

ま
す
が
、
圧
縮
記
帳
を
行
な
う
こ
と
に

よ
り
、
補
助
金
（
等
）
受
贈
益
と
見
合

い
の
圧
縮
損
を
計
上
し
、
受
贈
益
に
課

⑴ 

　
助
成
金
・
補
助
金
・
給
付
金
の
交

付
を
受
け
た
場
合
の
仕
訳

厚
生
労
働
省
に
よ
る
「
雇
用
調
整
助

成
金
」
や
経
済
産
業
省
に
よ
る
「
Ｉ
Ｔ

導
入
補
助
金
」「
持
続
化
給
付
金
」
な

ど
、
助
成
金
・
補
助
金
・
給
付
金
を
受

給
す
る
法
人
が
増
え
て
い
ま
す
。

「
助
成
金
」「
補
助
金
」「
給
付
金
」

な
ど
、
制
度
の
名
称
・
枠
組
み
は
異
な

っ
て
も
、

・
返
済
不
要
の
制
度
で
あ
る

・ 

法
人
税
法
上
原
則
と
し
て
課
税
所
得

に
な
る
（
根
拠
法
令
等
に
別
段
の
定

め
が
あ
る
場
合
を
除
く
）

・
消
費
税
は
課
税
対
象
外
（
不
課
税
）

と
い
う
点
は
す
べ
て
共
通
し
て
お
り
、

会
計
処
理
上
、
区
別
す
る
必
要
は
あ
り

ま
せ
ん
。

た
だ
し
補
助
金
等
に
は
、
経
費
の
負

担
軽
減
を
目
的
と
し
た
も
の
と
、
設
備

購
入
資
金
の
補
助
等
を
目
的
と
し
た
も

の
の
２
種
類
が
あ
り
、
後
者
の
場
合
に

は
圧
縮
記
帳
が
選
択
で
き
る
点
で
違
い

が
あ
り
ま
す
。

税
さ
れ
る
税
金
を
（
減
価
償
却
を
介
し

て
）
将
来
に
繰
り
延
べ
る
こ
と
が
で
き

ま
す
。

圧
縮
記
帳
の
処
理
方
法
に
は
、

・
直
接
控
除
方
式

・
積
立
金
方
式

の
２
種
類
が
あ
り
、
仕
訳
１
の
【
具
体

例
２
】
を
例
に
と
る
と
、
そ
れ
ぞ
れ
次

の
よ
う
な
処
理
を
行
な
う
こ
と
に
な
り

ま
す
（
仕
訳
２
）。
こ
こ
で
は
、
補
助

金
の
交
付
決
定
日
と
固
定
資
産
の
取
得

【具体例１】持続化給付金200万円を受給する場合
■補助金の交付が決定した時点
（借方） 未収入金　200万円 ／ （貸方） 補助金（等）受贈益　200万円

【具体例２】テレワーク導入のためのソフトウエア購入費用300万円に
対して、IT 導入補助金（C類型・補助率２／３）を申請し、補助金
200万円を受給する場合

■補助金の交付が決定した時点
（借方） 未収入金　200万円 ／ （貸方） 補助金（等）受贈益　200万円
■固定資産を購入した時点

通常どおり固定資産を取得価額で計上する
（借方） ソフトウエア　300万円 ／ （貸方） 現金預金など　300万円

仕訳1　基本の仕訳

受
け
た
際
の
経
理
処
理
を

確
認
し
よ
う

佐 

々 

田 

智 

子

公
認
会
計
士
・
税
理
士

政
府
は
雇
用
調
整
助
成
金
や
持
続
化
給

付
金
な
ど
の
助
成
金
・
補
助
金
の
支
給

を
拡
大
し
て
い
ま
す
。
受
給
し
た
際
の

経
理
処
理
を
解
説
し
ま
す
。

助
成
金
・
補
助
金
を



32企業実務　2020． 7

日
は
同
一
事
業
年
度
で
あ
る
こ
と
を
前

提
と
し
て
い
ま
す
。

　
事
業
年
度
を
ま
た
ぐ
ケ
ー
ス
に
つ
い

て
は
、
⑵
で
後
述
し
ま
す
。

直
接
控
除
方
式
・
積
立
金
方
式
の
ど

ち
ら
を
採
用
し
て
も
各
事
業
年
度
の
課

税
所
得
は
同
額
に
な
り
ま
す
が
、
積
立

金
方
式
は
資
産
を
取
得
価
額
で
認
識
で

き
る
点
で
総
額
主
義
の
原
則
に
か
な
っ

た
処
理
と
言
え
ま
す
。
ま
た
、
圧
縮
積

立
金
は
任
意
積
立
金
で
す
が
、
積
立
・

取
崩
し
に
あ
た
り
株
主
総
会
決
議
は
必

要
あ
り
ま
せ
ん
（
会
社
計
算
規
則
１
５

３
条
２
項
）。

な
お
、
圧
縮
記
帳
が
行
な
え
る
補
助

金
等
は
「
国
又
は
地
方
公
共
団
体
の
補

助
金
又
は
給
付
金
そ
の
他
政
令
で
定
め

る
こ
れ
ら
に
準
ず
る
も
の
」（
法
人
税

法
42
条
1
項
）
に
限
ら
れ
、「
こ
れ
ら

に
準
ず
る
も
の
」
に
つ
い
て
は
法
人
税

法
施
行
令
79
条
に
列
挙
さ
れ
て
い
ま

す
。
こ
こ
に
記
載
の
な
い
補
助
金
等
の

場
合
は
、
制
度
の
運
営
機
関
や
専
門
家

に
確
認
し
た
う
え
で
処
理
を
決
定
す
る

必
要
が
あ
り
ま
す
。

⑵ 

　
補
助
金
等
の
交
付
と
資
産
取
得
と

が
事
業
年
度
を
ま
た
ぐ
場
合
の
圧
縮

記
帳
の
処
理

前
㌻
仕
訳
1
の
【
具
体
例
２
】
の
よ

う
に
固
定
資
産
購
入
の
た
め
の
補
助
金

等
を
受
給
す
る
ケ
ー
ス
で
、
購
入
と
交

付
の
間
に
決
算
期
を
ま
た
ぐ
場
合
の
圧

縮
記
帳
は
ど
う
な
る
の
で
し
ょ
う
か
。

① 　

資
産
購
入
が
先
行
し
、
補
助
金
交

付
が
翌
事
業
年
度
に
な
る
場
合

こ
の
よ
う
な
場
合
も
圧
縮
記
帳
を
選

択
で
き
る
こ
と
は
法
人
税
基
本
通
達
10

–
２
–
２
に
明
記
さ
れ
て
い
ま
す
。

算
式
に
あ
る
と
お
り
、
こ
の
ケ
ー
ス

で
は
補
助
金
交
付
額
全
額
を
圧
縮
記
帳

す
る
こ
と
が
で
き
な
い
点
が
ポ
イ
ン
ト

に
な
り
ま
す
。

つ
ま
り
、
固
定
資
産
取
得
と
補
助
金

交
付
と
が
同
一
事
業
年
度
な
ら

補
助
金
の
額
２
０
０
万
円
全
額

が
圧
縮
記
帳
の
対
象
に
な
り
ま

す
が
、
期
を
ま
た
ぐ
と
対
応
資

産
の
未
償
却
残
高
の
う
ち
補
助

金
に
対
応
す
る
額
が
圧
縮
限
度

額
に
な
り
ま
す
。

こ
れ
を
前
㌻
仕
訳
1
の
【
具

体
例
２
】
に
当
て
は
め
る
と
、

圧
縮
記
帳
の
仕
訳
は
仕
訳
３
の

と
お
り
で
す
（
計
算
例
は
固
定

資
産
の
購
入
を
期
首
、
補
助
金

交
付
決
定
を
翌
期
首
と
仮
定
し

た
も
の
で
す
）。

② 　

補
助
金
交
付
決
定
が
先
行

し
、
資
産
購
入
が
翌
事
業
年

度
に
な
る
場
合

逆
に
、
補
助
金
の
交
付
決
定

が
先
行
す
る
場
合
は
ど
う
な
る

の
で
し
ょ
う
か
。

⑴　直接控除方式
■補助金の交付が決定した時点
（借方） 未収入金　200万円 ／ （貸方） 補助金（等）受贈益　200万円
■固定資産を購入した時点
固定資産計上と同時に、補助金と同額の固定資産圧縮損を計上する。
（借方） ソフトウエア　　300万円 ／ （貸方） 現金預金など　300万円

固定資産圧縮損　200万円 ／ 　　　ソフトウエア　200万円
■減価償却費の計上
（借方） 減価償却費　20万円（※） ／ （貸方） ソフトウエア　20万円
（※）（300万円－200万円）× 0.2（償却率）＝ 20万円

⑵　積立金方式
■補助金の交付が決定した時点
（借方） 未収入金　200万円 ／ （貸方） 補助金（等）受贈益　200万円
■固定資産を購入した時点
（借方） ソフトウエア　　300万円 ／ （貸方） 現金預金など　300万円
 繰越利益剰余金　200万円 ／ 　　　圧縮積立金　　 200万円
■減価償却費の計上と圧縮積立金取崩し
（借方） 減価償却費　60万円（※１） ／ （貸方） ソフトウエア　　60万円

圧縮積立金　40万円（※２） ／ 繰越利益剰余金　40万円

（※１）300万円×0.2（償却率）＝ 60万円
（※２）200万円×0.2（償却率）＝40万円（減価償却超過額と等しい）
（※３）税効果会計を適用する場合には、別途繰延税金負債に係る仕訳

が必要

国庫補助金等の交付
を受け、又はその返還
を要しないことが確定
した時における当該
固定資産の帳簿価額

その交付を受け、又は返還を要しないことが確定した
国庫補助金等の額（分母の金額を限度とする）

当該固定資産の取得等に要した金額

その交付を受け、又は
返還を要しないことが
確定した時における当
該固定資産に係る特
別償却準備金の残額

圧縮限度額

仕訳2　【具体例2】で圧縮記帳を行なう場合

算式　資産購入が先行し、補助金交付が翌事業年度になる場合の
圧縮限度額



33 企業実務　2020． 7

タ
ル
費
用
で
あ
り
、
全
額
を
圧
縮
記
帳

す
る
こ
と
が
可
能
か
ど
う
か
が
ポ
イ
ン

ト
に
な
り
ま
す
。

個
別
事
例
に
よ
っ
て
解
釈
の
余
地
は

あ
り
ま
す
が
、
少
な
く
と
も
交
付
金
額

が
実
際
の
支
出
額
に
基
づ
き
決
定
さ
れ

る
場
合
は
、
支
出
額
で
按
分
し
て
資
産

購
入
に
対
応
す
る
補
助
金
等
の
額
を
圧

縮
記
帳
額
と
す
る
の
が
本
来
の
趣
旨
に

即
し
た
処
理
と
考
え
ら
れ
ま
す
。

し
た
が
っ
て
、
こ
の
ケ
ー
ス
の
仕
訳

助
の
対
象
と
な
る
資
産
の
取
得
が
次
年

度
以
降
に
な
る
場
合
は
、
補
助
金
を
交

付
年
度
に
は
仮
勘
定
と
し
て
お
き
、
資

産
の
取
得
年
度
に
収
益
計
上
す
る
こ
と

も
認
め
ら
れ
る
と
解
釈
で
き
ま
す
。

た
だ
し
、
個
別
の
事
例
に
よ
っ
て
結

論
が
異
な
る
こ
と
も
あ
り
得
ま
す
の

で
、
所
轄
税
務
署
に
事
前
相
談
を
行
な

っ
た
う
え
で
慎
重
に
対
処
す
る
こ
と
が

望
ま
し
い
で
し
ょ
う
。

⑶  
　
補
助
金
等
の
対
象
と
な
る
支
出
が

複
数
に
わ
た
る
場
合
の
圧
縮
記
帳

先
の
よ
う
に
Ｉ
Ｔ
導
入
補
助
金
を
す

べ
て
単
一
の
資
産
購
入
に
充
て
る
の
で

は
な
く
、
他
の
支
出
分
も
併
せ
て
受
給

し
た
次
の
よ
う
な
ケ
ー
ス
で
は
、
圧
縮

記
帳
額
を
ど
の
よ
う
に
算
定
す
べ
き
で

し
ょ
う
か
。

【
具
体
例
３
】
テ
レ
ワ
ー
ク
導
入
の
た

め
の
ソ
フ
ト
ウ
エ
ア
購
入
費
２
０
０

万
円
・
パ
ソ
コ
ン
の
レ
ン
タ
ル
費
用

１
０
０
万
円
に
充
て
る
た
め
、
Ｉ
Ｔ

導
入
補
助
金
（
C
類
型
・
補
助
率
２

／
３
）
を
申
請
し
、
補
助
金
２
０
０

万
円
を
受
給
し
た
場
合

全
額
を
ソ
フ
ト
ウ
エ
ア
購
入
に
充
て

た
場
合
に
は
圧
縮
記
帳
額
は
補
助
金
の

額
で
あ
る
２
０
０
万
円
と
な
り
ま
す

が
、
こ
の
ケ
ー
ス
で
は
申
請
額
の
う
ち

１
／
３
に
あ
た
る
１
０
０
万
円
は
レ
ン

こ
の
ケ
ー
ス
に
つ
い
て
の
法
人
税
法

上
の
取
扱
い
は
明
記
さ
れ
て
い
ま
せ
ん

が
、
国
税
庁
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
「
国
庫

補
助
金
等
の
交
付
事
業
年
度
後
に
固
定

資
産
等
を
取
得
等
し
た
場
合
の
圧
縮
記

帳
の
取
扱
い
に
つ
い
て
」
と
題
し
て
、

こ
の
ケ
ー
ス
に
該
当
す
る
照
会
事
例
が

開
示
さ
れ
て
い
ま
す
。

補
助
金
等
は
原
則
と
し
て
交
付
決
定

年
度
に
収
益
計
上
す
る
も
の
と
さ
れ
て

い
ま
す
が
、
こ
の
事
例
に
よ
る
と
、
補

（
直
接
控
除
方
式
）
は
、
仕
訳
４
の
よ

う
に
な
り
ま
す
。

⑷
　
そ
の
他
の
留
意
点

① 　

補
助
金
等
の
う
ち
消
費
税
の
仕
入

控
除
税
額
分
の
返
還

補
助
金
等
の
受
贈
益
は
消
費
税
不
課

税
取
引
で
す
が
、
一
方
、
補
助
金
等
の

交
付
を
受
け
て
行
な
う
支
出
に
は
課
税

取
引
も
含
ま
れ
て
お
り
、
消
費
税
申
告

上
仕
入
税
額
控
除
し
た
場
合
、
消
費
税

相
当
額
は
実
質
的
に
負
担
し
て
い
な
い

に
も
か
か
わ
ら
す
、
補
助
金
等
を
そ
の

額
の
分
も
受
け
取
っ
て
い
る
こ
と
に
な

り
ま
す
。
そ
の
た
め
、
確
定
申
告
に
よ

っ
て
消
費
税
仕
入
控
除
税
額
が
確
定
し

た
ら
、
補
助
金
等
の
運
営
機
関
に
そ
の

額
を
報
告
し
、
補
助
金
等
に
係
る
消
費

税
仕
入
控
除
税
額
を
返
還
す
る
必
要
が

あ
り
ま
す
の
で
、
留
意
が
必
要
で
す
。

② 　

特
別
償
却
・
税
額
控
除
の
適
用
可

否
も
確
認

テ
レ
ワ
ー
ク
導
入
に
伴
う
固
定
資
産

取
得
の
ほ
か
、
設
備
投
資
に
対
す
る
補

助
金
等
を
受
け
取
っ
た
場
合
に
は
、

「
中
小
企
業
投
資
促
進
税
制
」「
中
小
企

業
経
営
強
化
税
制
」
な
ど
特
別
償
却
や

税
額
控
除
を
認
め
る
税
制
優
遇
措
置
が

併
用
で
き
る
可
能
性
が
あ
り
ま
す
の

で
、
こ
れ
ら
の
制
度
も
確
認
さ
れ
る
と

よ
い
で
し
ょ
う
。

さ
さ
だ
　
と
も
こ　

公
認
会
計
士
・
税
理
士
。
佐
々
田
公
認
会
計
士
事
務
所
。

仕訳3　期またぎ（資産購入が先行）で圧縮記帳を行なう場合

仕訳4　補助金の一部を圧縮記帳に充てる場合（直接控除方式の例）

■直接控除方式の場合
（借方） 固定資産圧縮損 160万円（※） ／ （貸方） ソフトウエア 160万円
※補助金交付決定時点のソフトウエアの帳簿価額＝
　300万円−（300万円× 0.2（償却率））＝ 240万円
　圧縮限度額＝ 240万円×200万円÷ 300万円＝160万円

■積立金方式の場合
（借方） 繰越利益剰余金　160万円 ／ （貸方） 圧縮積立金　160万円

■補助金の交付が決定した時点
（借方） 未収入金　200万円 ／ （貸方） 補助金（等）受贈益　200万円

■ソフトウエア購入等の支出を行なった時点
（借方） ソフトウエア　 200万円 ／ （貸方） 現金預金など　300万円
　　　 賃借料　　　　 100万円
　　　 固定資産圧縮損133 万円（※）   ／ ソフトウエア　 133万円
※ 200万円（補助金）× 200万円（ソフトウエア取得費）÷ 300万円
　（補助対象額）＝133万円　　




